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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結累計期間

第77期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （百万円） 261,817 248,680 527,263

経常利益 （百万円） 8,715 5,301 17,280

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 5,734 3,274 12,527

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,027 6,781 14,395

純資産額 （百万円） 119,169 128,761 123,757

総資産額 （百万円） 286,542 283,069 288,888

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 64.55 36.85 141.00

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 59.27 33.77 129.47

自己資本比率 （％） 41.3 45.1 42.6

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 7,501 △2,914 7,765

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △639 △331 △3,297

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △2,814 △2,375 △5,177

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 86,734 76,890 81,128

 

回次
第77期

第２四半期
連結会計期間

第78期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 39.07 19.19

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．当社は、株式給付信託（BBT）を導入しており、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益の算定上、当該信託が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

　当第２四半期連結累計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の経営成績等の状況の概要は次のとお

りであります。

 

経営成績等の状況

　当社グループの主な事業領域は、生産財と消費財であり、「設備投資」と「個人消費」の動向が業績に影響を及

ぼします。

　当社グループを取り巻く事業環境として、国内の自動車産業においては、半導体や部品の需給バランスの改善等

の影響で生産台数が回復したものの、中小企業の生産現場への影響は依然として限定的な状態であります。また、

半導体産業ではAI・パワー半導体への投資が期待されますが、設備投資需要は踊り場の状況が続いており、全体と

して厳しい状況となりました。一方で、人手不足対策として自動化・省人化へのニーズが様々な産業で高まりを見

せました。海外においては、北米では製造業全般における景況感が2022年後半以降弱含みで推移しており、資金調

達環境の引き締まり等もあり、EV等一部の分野は堅調でしたが、全体として設備投資は低迷しました。中国ではゼ

ロコロナ政策の終了に伴い経済活動の回復が期待されたものの、世界の貿易構造の変化により輸出向けの受注が減

少し、不動産市場の低迷などを背景に国内需要が停滞する等、依然先行きが不透明な状況です。ＡＳＥＡＮでは地

域によっては半導体の需要回復の遅れの影響が見られる等、各地で様々な環境の変化がありました。

　国内の個人消費については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う行動制限の緩和や政府の観光支援策の

影響から経済活動に回復が見られました。一方、昨年度から続く原材料や電気・ガス価格の高騰に加え、円安が進

んだことで様々な分野の商品やサービスの値上げが続き、耐久消費財に対する節約志向や商品の選別傾向が強まり

ました。

　また、住宅産業においては、新設住宅着工戸数が持家を中心に依然としてダウントレンドでありますが、住宅設

備機器の更新需要は前年並みに推移しました。

　これらの結果、当社グループの当連結会計年度の第２四半期の売上高は248,680百万円（前年同期比5.0％減）と

なりました。利益面につきましては、営業利益は4,869百万円（同、40.2％減）、経常利益は5,301百万円（同、

39.2％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は3,274百万円（同、42.9％減）となりました。

 

セグメント別の概況は次のとおりであります。

 

［生産財関連事業］

　国内生産財事業では、自動車産業においては新たな投資への活発な動きが見られず、半導体産業でも需要回復

が遅れていること等により、工作機械の売上は厳しい結果となりました。切削工具等の消耗品全般に関しても前

年同期の実績を下回りましたが、生産現場の労働負荷軽減や安全衛生につながる電動工具や脚立足場等作業用品

は好調に推移しました。またEC物流設備の一服感があり、マテハン関連機器の売上は前年同期を下回りました

が、都市部の再開発、公共インフラ更新需要から、鉄骨加工機を主体としたインフラ関連機器の販売は好調に推

移しました。営業活動としては、ユーザーのニーズに対応する各種提案に注力し、切削工具等の販売において

は、専任技術営業担当者による治具も含めた生産効率向上に向けた提案を強化しました。また、機械・金属関連

製造業のみならず、三品（食品・医薬品・化粧品）産業や物流・倉庫業等のユーザーの自動化・省人化ニーズに

対し、展示会等を通じて協働ロボットを活用した自動化ライン等のソリューション提案を精力的に行う等、顧客

接点を増やす様々な取り組みを行いました。このほか、工作機械等の受注獲得には各種補助金が寄与し、環境改

善機器の受注獲得においては「脱炭素」をテーマにした商談会を各地で実施する等、顧客の需要喚起に努めまし

た。また、「地域経済活性化のためのリアルプラットフォーム」として当社が企画する大型展示商談会を各地で

開催することで、顧客との関係性をより深め、プラスオンの受注を獲得しました。

　海外生産財事業は、北米支社では、設備投資意欲の低迷を受け、全体としては前年同期を下回る実績となりま

したが、メキシコでは昨今増加している他地域からの生産拠点移設への対応を行うことで、前年同期の実績を大

きく上回りました。台湾支社では、EMS企業からの工作機械の受注及び販売が引き続き冷え込みました。中国支社

では、太陽光発電等の再生可能エネルギー分野における需要は堅調でしたが、輸出向け産業への売上が低調に推

移し、前年同期を下回る結果となりました。アセアン支社では、半導体の需要回復の遅れの影響等により全体と

しては前年同期を下回る実績となりましたが、インドネシア・インドでは、自動車・二輪等の分野への工作機械

及び工具等の販売が好調に推移しました。（注）
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　その結果、生産財関連事業の売上高は160,123百万円（前年同期比7.9％減）となりました。

（注）営業地域及び顧客属性ごとに事業を区分したビジネスユニットを支社と称しております。

 

［消費財関連事業］

〔住建事業〕

　住建事業は、需要が停滞する状況の中で、昨今の光熱費高騰による消費者の節約志向の高まりに対応した高付

加価値商材の提案に注力した結果、浴室機器、太陽光発電、蓄電池等の販売が堅調に推移しました。また、中小

企業のカーボンニュートラル対応に向けて、環境商材と施工をセットにした設備改修提案を強化し、販売が堅調

に推移しました。中でも、自家消費型の太陽光発電と蓄電池のセット提案を積極的に展開し、脱炭素化のニーズ

に即した営業活動に注力しました。

　その結果、住建事業の売上高は35,240百万円（前年同期比4.2％増）となりました。

 

〔家庭機器事業〕

　家庭機器事業は、外出自粛及びテレワーク拡大による「巣ごもり」需要が一巡し、原材料や電気・ガス価格の

高騰、円安の影響による値上げ等によって、家電等の生活用品への購買意欲が冷え込みを見せたこと等により、

前年同期を下回る結果となりました。一方で、プライベートブランド商品の販売については、消費者ニーズを捉

えたスピーディーな商品開発とラインアップの強化に取り組み、様々なメディアを活用した情報発信を積極的に

展開しYAMAZENブランドの浸透を図りました。さらに、全国的に記録的な猛暑となったことで、扇風機・サーキュ

レーター・空調ファン付きウエア等、消費者ニーズを捉え独自性のある付加価値を持った商品は前年同期を上回

る実績となりました。

　その結果、家庭機器事業の売上高は50,805百万円（前年同期比1.8%減）となりました。

 

 

（２）経営者の視点による財政状態及び経営成績の状況に関する分析

　経営者の視点による当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態及び経営成績に関する認識及び分析は次の

とおりであります。

 

①経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間における経営成績は、生産財関連事業においては、前連結会計年度後半から設備投資

に慎重さが見られ、引き続き全体的に厳しい状況となりました。また、消費財関連事業は、原材料・エネルギー価

格の高騰や円安の影響による商品やサービスの値上げが続いており、家電等の生活用品への個人消費は落ち込みを

見せましたが、住宅設備機器の更新需要は前年並みに推移しました。

　上記の結果、売上高は前第２四半期連結累計期間より13,137百万円減少し、248,680百万円（前年同期比5.0％

減）となりました。なお、セグメント別の概況については、「（1）経営成績等の状況の概要　経営成績等の状

況」に記載のとおりであります。

　売上総利益は、売上高の減少に伴い、前第２四半期連結累計期間から1,422百万円減少し、36,793百万円（前年

同期比3.7％減）となりました。

　販売費及び一般管理費は、主に新基幹システム等の稼働に伴う減価償却費や支払手数料の増加により、前第２四

半期連結累計期間から1,856百万円増加し、31,923百万円（前年同期比6.2％増）となりました。

　上記の結果、営業利益は、前第２四半期連結累計期間から3,278百万円減少し、4,869百万円（前年同期比40.2％

減）となりました。また、売上高営業利益率は、2.0％となりました。

　営業外損益（純額）は、為替差益の減少により、前第２四半期連結累計期間から135百万円減少し、431百万円と

なりました。

　経常利益は、前第２四半期連結累計期間から3,414百万円減少し、5,301百万円（前年同期比39.2％減）となりま

した。また、売上高経常利益率は、2.1％となりました。

　以上の結果、税金等調整前四半期純利益は、前第２四半期連結累計期間から3,420百万円減少し、5,298百万円

（前年同期比39.2％減）となり、法人税等合計1,968百万円及び非支配株主に帰属する四半期純利益55百万円を控

除した親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第２四半期連結累計期間から2,460百万円減少し、3,274百万円

（前年同期比42.9％減）となりました。
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②財政状態の状況

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ5,818百万円減少し、283,069百万円

となりました。これは、現金及び預金の減少（4,234百万円）、売上債権（受取手形、売掛金、電子記録債権）の

減少（2,187百万円）、政策保有株式の時価変動等による投資有価証券の増加（986百万円）が主な要因でありま

す。

　負債合計は、前連結会計年度末に比べ10,822百万円減少し、154,307百万円となりました。これは、仕入債務

（支払手形及び買掛金、電子記録債務）の減少（9,677百万円）、契約負債の減少（1,487百万円）が主な要因であ

ります。

　純資産は、前連結会計年度末に比べ5,004百万円増加し、128,761百万円となりました。これは、親会社株主に帰

属する四半期純利益の計上等による利益剰余金の増加（1,493百万円）、円安による為替換算調整勘定の増加

（2,383百万円）が主な要因であります。その結果、自己資本比率は前連結会計年度末の42.6％から45.1％と2.5ポ

イント向上いたしました。

 

③キャッシュ・フローの状況

（単位：百万円）

 

前第２四半期
連結累計期間

（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期
連結累計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,501 △2,914 △10,415

投資活動によるキャッシュ・フロー △639 △331 307

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,814 △2,375 438

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,533 1,384 △149

現金及び現金同等物の増減額 5,580 △4,238 △9,818

現金及び現金同等物期首残高 81,153 81,128 △24

現金及び現金同等物期末残高 86,734 76,890 △9,843

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ4,238百万円減少し、76,890百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、償却前営業利益の計上及び運転資本の増加により、2,914百万円の支出

（前年同期は7,501百万円の収入）となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形及び無形固定資産の取得による支出と有価証券の償還による収入に

より、331百万円の支出（前年同期は639百万円の支出）となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いによる支出等により、2,375百万円の支出（前年同期は

2,814百万円の支出）となりました。

 

④資本の財源及び資金の流動性

ⅰ）資金需要について

　当社グループにおける主な資金需要は、運転資金及び事業の維持・拡大のための設備投資資金、そして配当金

の支払等であります。これらの資金需要に対しては、主に自己資金（手元資金及び営業活動により獲得した資

金）を充当しております。また、既存事業とのシナジー効果が期待できるM&Aを含め、今後においても当社グ

ループの持続的成長につながる投資を積極的に行ってまいります。所要資金については、主に自己資金を充当す

る予定でありますが、本報告書提出時点においては、ウクライナをめぐる現下の国際情勢が世界経済に与える影

響を考慮し、手元資金の流動性を優先し、金融機関からの借入等により調達した資金を一部充当する方針であり

ます。

 

ⅱ）資金の流動性について

　当社グループは、取引先からの信頼を維持・獲得するために財務の健全性をより強化し、また、事業遂行に伴

う支払債務を履行するのに十分な流動性を確保することの重要性を認識しております。連結ベースの流動比率
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は、運転資本の最適化により、前連結会計年度末は165.5％、当第２四半期連結会計期間末は174.5％と相応の水

準を維持しており、十分な流動性と健全性を確保しているものと判断しております。

　当社は、短期資金に関しては、複数の金融機関と当座貸越契約及び手形債権流動化契約を締結しており、金

融・資本市場における不測の事態や急な資金需要が発生した場合に備えるため、複数の金融機関とコミットメン

トライン契約を締結し、十分な流動性補完を確保しております。さらに、格付投資情報センター（R&I）及び日

本格付研究所（JCR）の２社から発行体格付けを継続的に取得し、本報告書提出時点における、両者により付与

された発行体格付は、R&I：A-、JCR：Aとなっており、中長期資金に関しても、多様な調達手段の選択が可能な

環境を確保できているものと判断しております。

 

⑤経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

⑥優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

⑦研究開発活動

該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 95,305,435 95,305,435
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 95,305,435 95,305,435 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

2023年７月１日～
2023年９月30日

－ 95,305 － 7,909 － 3,452
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（５）【大株主の状況】

  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目

11番３号
7,522 8.44

山善取引先持株会
大阪市西区立売堀二丁目

３番16号
7,018 7.88

東京山善取引先持株会
大阪市西区立売堀二丁目

３番16号
6,322 7.10

山善社員投資会
大阪市西区立売堀二丁目

３番16号
3,395 3.81

名古屋山善取引先持株会
大阪市西区立売堀二丁目

３番16号
2,395 2.69

株式会社　みずほ銀行
東京都千代田区大手町一

丁目５番５号
2,290 2.57

株式会社　りそな銀行
大阪市中央区備後町二丁

目２番１号
2,146 2.41

STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT OMNIBUS

ACCOUNT OM02 505002

（常任代理人：株式会社　みずほ銀行決済営業部）

100 KING STREEET WEST

SUITE 3500 PO BOX 23

TORONTO ONTARIO M5X1A9

CANADA

（東京都港区港南２丁目

15番１号）

1,466 1.64

九州山善取引先持株会
大阪市西区立売堀二丁目

３番16号
1,456 1.63

広島山善取引先持株会
大阪市西区立売堀二丁目

３番16号
1,376 1.54

計 － 35,391 39.75

（注）１．上記所有株式数のうち、投資信託及び年金信託設定分は以下のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　　3,151,000株

２．発行済株式数（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合の算定上、株式給付信託（BBT）が保

有する株式176,600株は、発行済株式数から控除する自己株式に含めておりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 6,281,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 89,001,800 889,998 －

単元未満株式 普通株式 21,735 － －

発行済株式総数  95,305,435 － －

総株主の議決権  － 889,998 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数には、証券保管振替機構名義の株式2,000株、株主名簿上は当社名義と

なっておりますが、実質的に所有していない株式2,000株及び株式給付信託（BBT）が保有する株式176,600株を

含めております。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の株式に係る議決権の数20個及び当該信託が保有する株式に係る議決

権の数1,766個を含めております。ただし、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していな

い株式に係る議決権の数20個は含めておりません。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社　山善

大阪市西区立売堀

二丁目３番16号
6,281,900 － 6,281,900 6.59

計 － 6,281,900 － 6,281,900 6.59

　（注）１．上記の他、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

２．株式給付信託（BBT）が保有する株式176,600株は、上記自己株式等に含めておりません。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の中に含まれております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

EDINET提出書類

株式会社山善(E02560)

四半期報告書

10/26



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 70,341 66,107

受取手形 12,576 ※３ 11,119

売掛金 75,772 69,091

電子記録債権 17,350 ※３ 23,300

有価証券 11,801 11,400

商品及び製品 45,224 45,363

その他 5,861 5,716

貸倒引当金 △375 △351

流動資産合計 238,553 231,748

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,219 4,472

機械装置及び運搬具（純額） 861 821

工具、器具及び備品（純額） 836 820

土地 3,727 3,769

リース資産（純額） 2,940 2,708

その他（純額） 1,105 1,687

有形固定資産合計 13,690 14,279

無形固定資産 10,961 10,055

投資その他の資産   

投資有価証券 17,557 18,543

破産更生債権等 78 90

退職給付に係る資産 6,235 6,493

繰延税金資産 350 331

その他 1,568 1,652

貸倒引当金 △140 △152

投資その他の資産合計 25,649 26,959

固定資産合計 50,302 51,294

繰延資産   

社債発行費 32 26

繰延資産合計 32 26

資産合計 288,888 283,069
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 63,913 ※３ 55,388

電子記録債務 59,683 ※３ 58,529

短期借入金 21 18

リース債務 539 544

未払法人税等 1,118 1,655

契約負債 8,526 7,038

賞与引当金 3,643 3,316

商品自主回収関連費用引当金 32 32

その他 6,697 6,261

流動負債合計 144,174 132,786

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 10,030 10,025

長期借入金 85 76

リース債務 3,485 3,214

繰延税金負債 5,002 5,733

退職給付に係る負債 285 316

その他 2,066 2,155

固定負債合計 20,956 21,521

負債合計 165,130 154,307

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,909 7,909

資本剰余金 7,561 7,561

利益剰余金 101,066 102,560

自己株式 △6,957 △6,954

株主資本合計 109,579 111,076

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,332 9,045

繰延ヘッジ損益 △152 72

為替換算調整勘定 4,952 7,335

退職給付に係る調整累計額 216 241

その他の包括利益累計額合計 13,348 16,694

非支配株主持分 829 991

純資産合計 123,757 128,761

負債純資産合計 288,888 283,069
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 261,817 248,680

売上原価 223,601 211,886

売上総利益 38,215 36,793

販売費及び一般管理費 ※ 30,067 ※ 31,923

営業利益 8,148 4,869

営業外収益   

受取利息 39 87

受取配当金 158 182

補助金収入 76 86

為替差益 359 35

投資事業組合運用益 - 137

その他 73 39

営業外収益合計 707 569

営業外費用   

支払利息 127 120

その他 12 18

営業外費用合計 140 138

経常利益 8,715 5,301

特別利益   

固定資産売却益 2 1

投資有価証券売却益 - 2

特別利益合計 2 4

特別損失   

固定資産除却損 0 0

固定資産売却損 - 0

その他 - 6

特別損失合計 0 7

税金等調整前四半期純利益 8,718 5,298

法人税、住民税及び事業税 2,673 1,624

法人税等調整額 236 344

法人税等合計 2,910 1,968

四半期純利益 5,808 3,329

非支配株主に帰属する四半期純利益 73 55

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,734 3,274
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 5,808 3,329

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △398 713

繰延ヘッジ損益 △55 224

為替換算調整勘定 2,665 2,489

退職給付に係る調整額 7 24

その他の包括利益合計 2,219 3,452

四半期包括利益 8,027 6,781

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 7,833 6,619

非支配株主に係る四半期包括利益 193 161
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 8,718 5,298

減価償却費 1,301 2,113

退職給付費用 9 34

貸倒引当金の増減額（△は減少） △26 △17

その他の引当金の増減額（△は減少） 101 △394

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20 13

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △236 △251

受取利息及び受取配当金 △197 △269

支払利息 127 120

為替差損益（△は益） △61 △11

投資有価証券売却損益（△は益） - △2

有形及び無形固定資産除却損 0 0

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △2 △1

売上債権の増減額（△は増加） 6,556 2,865

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,736 1,095

仕入債務の増減額（△は減少） △2,202 △10,486

その他 17 △1,740

小計 10,389 △1,634

法人税等の支払額 △2,888 △1,280

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,501 △2,914

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △24 △2

定期預金の払戻による収入 68 2

有価証券の償還による収入 1,000 400

投資有価証券の取得による支出 △23 △18

投資有価証券の売却による収入 - 8

貸付けによる支出 △11 △11

貸付金の回収による収入 7 9

その他の投資による支出 △109 △199

その他の投資の回収による収入 9 314

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,756 △1,094

有形及び無形固定資産の売却による収入 5 2

利息及び配当金の受取額 195 259

投資活動によるキャッシュ・フロー △639 △331

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △277 △277

長期借入金の返済による支出 △14 △11

配当金の支払額 △2,222 △1,778

利息の支払額 △127 △117

その他 △172 △191

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,814 △2,375

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,533 1,384

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,580 △4,238

現金及び現金同等物の期首残高 81,153 81,128

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 86,734 ※ 76,890
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（棚卸資産の評価方法の変更）

　当社における商品及び製品の評価方法については、従来、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より総平均法による原

価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）に変更しております。

　この評価方法の変更は、物流戦略の変更や仕入価格のボラティリティの高まりを契機に、期間損益計算をより適正

にするために行ったものであります。

　なお、当該会計方針の変更が過去の期間に与える影響額は軽微であります。

 

（追加情報）

（業績連動型株式報酬制度）

　当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役である者を除く。）及び執行役員並びに専任

役員（以下、取締役とあわせて「取締役等」という。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確

にし、取締役等が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまでも株主の皆様と共有することで、中

長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度「株

式給付信託（BBT）」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

 

（1）取引の概要

　本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」という。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式及び

当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下、「当社株式等」という。）が本信託を通じて給付される業績

連動型株式報酬制度であります。

　なお、取締役等が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。

 

（2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末166百万円、180,000株、当

第２四半期連結会計期間末162百万円、176,600株であります。

 

（3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

金融機関等に対するもの

　当社グループ社員

 

20百万円

金融機関等に対するもの

　当社グループ社員

 

22百万円

 

２　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 －百万円 51百万円

 

※３　四半期連結会計期間末日満期手形等

　　四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、当四半期連結会計

期間末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結

会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

受取手形 －百万円 1,508百万円

電子記録債権 － 1,362

支払手形 － 200

電子記録債務 － 11,720

 

４　コミットメントライン契約

当社は、機動的な資金調達を行うために複数の取引銀行との間で、コミットメントライン契約を締結しておりま

す。なお、当第２四半期連結会計期間末において借入は実行しておりません。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2023年９月30日）

コミットメントラインの総額 20,000百万円 20,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 20,000 20,000

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日

　　至 2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日

　　至 2023年９月30日）

給与・賞与 8,718百万円 9,167百万円

賞与引当金繰入額 3,227 2,874

役員賞与引当金繰入額 65 35

貸倒引当金繰入額 △26 △15

退職給付費用 226 265
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

現金及び預金勘定 75,945百万円 66,107百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △164 △166

有価証券（金銭信託等） 11,000 11,000

株式給付信託（BBT）預金 △46 △49

現金及び現金同等物 86,734 76,890
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月13日

取締役会
普通株式 2,225 25.00 2022年３月31日 2022年６月10日  利益剰余金

（注）１．１株当たり配当額には、記念配当5円を含んでおります。

　　　２．普通株式の配当金の総額2,225百万円については、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に係る配当金4百

万円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月14日

取締役会
普通株式 1,780 20.00 2022年９月30日 2022年12月12日  利益剰余金

（注）普通株式の配当金の総額1,780百万円については、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に係る配当金3百万円

が含まれております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月18日

取締役会
普通株式 1,780 20.00 2023年３月31日 2023年６月９日  利益剰余金

（注）2023年５月18日取締役会決議による普通株式の配当金の総額1,780百万円については、株式給付信託（BBT）が保有

する当社株式に係る配当金3百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月14日

取締役会
普通株式 1,780 20.00 2023年９月30日 2023年12月８日  利益剰余金

（注）普通株式の配当金の総額1,780百万円については、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に係る配当金3百万円

が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等

前計
消去等

   

計
その他

(注)１

 生産財

関連事業

(注)4

消費財関連事業 (注)4

 住建 家庭機器

売上高         

外部顧客への売上高 173,804 33,828 51,726 259,359 2,458 261,817 － 261,817

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － 3,893 3,893 △3,893 －

計 173,804 33,828 51,726 259,359 6,352 265,711 △3,893 261,817

セグメント利益 6,916 1,131 1,934 9,982 △1,777 8,204 △56 8,148

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント 調整額 (注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３

     

消去等

前計
消去等

   

計
その他

(注)１

 生産財

関連事業

(注)4

消費財関連事業 (注)4

 住建 家庭機器

売上高         

外部顧客への売上高 160,123 35,240 50,805 246,169 2,510 248,680 － 248,680

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － 3,961 3,961 △3,961 －

計 160,123 35,240 50,805 246,169 6,471 252,641 △3,961 248,680

セグメント利益 3,434 1,207 3,085 7,727 △2,861 4,866 3 4,869

（注）１．「調整額　その他」の区分は、事業セグメントに識別されない構成単位であるイベント企画等の

サービス事業及び本社部門であります。

２．セグメント利益の「調整額」の主な内容は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

「その他」に含まれる各報告セグメント
に帰属しない全社費用

△1,647 △2,692

 
３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

４．「生産財関連事業」は、工作機械、機械工具等の供給を通じて「モノづくり」をサポートする事

業分野、「消費財関連事業」は、住宅設備機器、ホームライフ用品等の供給を通じて「快適生活空

間づくり」を提案する事業分野であります。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

３. 報告セグメントの変更等に関する情報

（棚卸資産の評価方法の変更）

会計方針の変更に記載のとおり、当社における商品及び製品の評価方法については、従来、先入先出法

による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しておりま

したが、第１四半期連結会計期間より総平均法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）による原価法に変更しております。

この評価方法の変更は、物流戦略の変更や仕入価格のボラティリティの高まりを契機に、期間損益計算

をより適正にするために行ったものであります。

なお、当該会計方針の変更が過去の期間に与える影響額は軽微であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント
その他

（注）
合計 生産財

関連事業

消費財関連事業
計

 住建 家庭機器

日本 129,559 33,828 51,643 215,032 2,458 217,490

北米 9,689 － － 9,689 － 9,689

アジア他 34,554 － 82 34,637 － 34,637

顧客との契約から生

じる収益
173,804 33,828 51,726 259,359 2,458 261,817

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 173,804 33,828 51,726 259,359 2,458 261,817

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

        （単位：百万円）
 

 報告セグメント
その他

（注）
合計 生産財

関連事業

消費財関連事業
計

 住建 家庭機器

日本 120,252 35,240 50,750 206,244 2,510 208,754

北米 8,781 － 0 8,781 － 8,781

アジア他 31,089 － 54 31,143 － 31,143

顧客との契約から生

じる収益
160,123 35,240 50,805 246,169 2,510 248,680

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 160,123 35,240 50,805 246,169 2,510 248,680

（注）「その他」の区分は、事業セグメントに識別されない構成単位であるイベント企画等のサービス事業及び本

社部門であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 64.55円 36.85円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 5,734 3,274

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
5,734 3,274

普通株式の期中平均株式数（千株） 88,843 88,844

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 59.27円 33.77円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△3 △3

（うち、その他営業外収益（税額相当額控除後））

（百万円）
（△3） （△3）

普通株式増加数（千株） 7,857 8,011

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－ －

（注）当社は、株式給付信託（BBT）を導入しており、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益の算定上、当該信託が保有する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。

なお、当該信託が保有する当社株式の期中平均株式数は、前第２四半期連結累計期間180,000株、当第２四半期連

結累計期間179,029株であります。

 

２【その他】

　2023年11月14日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・　1,780百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　20円00銭

（ハ）支払請求権の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・　2023年12月８日

（注）１．2023年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２．普通株式の配当金の総額1,780百万円については、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に係る配当金3百

万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2023年11月10日

株　式　会　社　山　 善   

取　締　役　会　御　中   

 

 有限責任監査法人　ト ー マ ツ  

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 池　田　　賢　重  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 前　田　　晃　広  

 

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社山善の

2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９月30日

まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社山善及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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